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－ベトナム現地レポート－ 
「ベトナムの EV タクシー」 

 ベトナム政府は 2050年までに温室効果ガス排出量実質ゼロを目指すことを表明しており、自動車に関し

ては電気自動車（EV）へのシフトを対策として掲げています。その一方で EVシフトへの優遇策が限定的であ

り、EVの充電規格が定まっていないなど、ベトナムの EV市場には課題が多くあります。今回は、EV インフ

ラが整っていないベトナムで孤軍奮闘する EV メーカー、ビンファストのタクシー事業について、実際に利用し

た様子も交えてお伝えします。 

 

◆ ビングループのタクシー事業 

 ビングループ傘下のグリーンアンドスマートモビリティ（GSM）は

今年の 4月よりタクシー事業を、8月にはバイクタクシーのサー

ビスを開始しました。利用できる省は徐々に増えており、年内に

27省市まで拡大する方針を示しています。さらに 9月からは首

都ハノイおよび南部ホーチミン市で子供の学校への送迎を手掛

けるなど、新たなサービスにも着手しています。 

ベトナム国内の EV市場は成長段階であり、現状で国産 EV メ

ーカーはビンファストのみです。グループ企業でタクシー事業を行うことで広告効果もあり、他のタクシー事

業者からもビンファストの EV車を受注しています。 

 

◆ 実際に利用してみて 

 ホーチミン市内でも多く見られるようになったことから、筆者も実際に利用してみました。タクシーを呼ぶ

際には他のタクシー会社と同様、アプリでの配車や直接電話を掛けることで自分の元に来てくれます。料金

については他のタクシー会社と大きな違いは見られませんでした。走行すると EV車の特色でもあるエンジ

ン音は当然静かで、車内もきれいに整頓されていました。気になった充電に関してタクシードライバーの方に

話を伺うと、充電スポットは郊外にもあり、そこまで不自由しないとのことでした。また以前はビングループが

運営する不動産の地下駐車場などにしか充電スポットがなかったのですが、最近ではガソリンスタンドにも

導入されているようです。2時間弱で充電が完了すると、一回の充電で 300キロ程度走ることができ、かか

る費用（ガソリン代・充電代）も 6分の 1程度に抑えられるとのことでした。 

 

 

 

＜VinFastの VFe34＞ 
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◆ 終わりに 

 ビンファストの国内販売台数は伸び悩み、輸出先のアメリカでは早々にリコールが発生するなど苦境に立

たされている側面もあります。しかし、ビングループの創業者が EV事業に乗り出した理由の一つとして「ベト

ナムへの貢献」を上げており、温室効果ガス削減およびベトナムに対し少しでも貢献できるよう、積極的に利

用していきたいと思います。 
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＜車内モニター＞ 
＜アプリのホーム画面＞ 
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－上海駐在レポート－ 

「日本アニメの浸透」 

中国では 9月 29日～10月 6日まで中秋節・国慶節が重なった大型連休期間で、毎年この時期は国内

外で延べ数億人規模の移動が行われ、どこへ行っても人混みで溢れています。連休中は天候にも恵まれ過

ごしやすい気候でもあったことから上海市内の散策に出かけました。街中を歩いてみると色々と発見がある

もので、至る所で日本アニメを使用した商品販売やイベント等を垣間見ることが出来ました。今月は上海で

の日本アニメ浸透ぶりについてご紹介させて頂きます。 

 

○ 中国 IP市場の拡大 

中国では近年、キャラクターやアニメ作品などの IP市場（知的財産）の拡大が顕著になっています。中国

でアニメキャラクター使用というと以前は偽物や模倣品の横行も目立っていましたが、最近ではむしろ正規

品に価値を置く中国人消費者が増え、IP コンテンツの商品化やイベントに力を入れている印象です。特にそ

れを推し進めている要因の一つに、「Z世代（およそ 1995年～2009年生まれ）」が人気 IP商品に対して出

費を惜しまないことが挙げられます。彼ら Z世代は可処分所得が全国平均よりも高く、また友人とのコミュニ

ケーションや趣味の共有のため人気 IPを微信などの SNSに投稿してくれるため、IPの認知度向上にも一

役買っています。 

 

○ 日本 IP とのコラボ 

街中で見つけた日本 IP とコラボした建物や商品をいくつか紹介させて頂きます。 

①百联 DX（南京東路） 

上海の有名な繁華街・南京東路にある「百联 DX」は日本の人気

IP商品の店舗で埋め尽くされており、国慶節中も若者で一杯でし

た。5階建ての建物内には、1階に魂ネイションズ、5階にアニメ

イトが展開しており、その他にもバンダイナムコが運営する VR

体験ゾーンやサンリオキャラクターをモチーフにした飲食店など、

店内は日本の秋葉原そのものでした。 

 

②月餅とのコラボ 

月餅は中国の中秋節に食される饅頭ですが、人気漫画であるスパイファミリーとのコラボ商品が地下鉄構内

で広告されていました。月餅は中国の伝統的なお菓子としてお年寄りに人気ですが、若者にも目を向かせる

ため、こうしたコラボで少しでも月餅を若者に広げたいのだと思います。 

【百联 DX建物（1階：魂ネイションズ】 
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○ 終わりに 

日中間では半導体や水産物等の問題で関係悪化が取り沙汰されていますが、今回、中国での日本アニメ

の人気ぶりは別物だなと改めて感じました。このような日本の良いコンテンツやサービス、商品が引き続き中

国でも広く受け入れられ、少しでも日本への印象が良くなることを期待します。 
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【クレヨンしんちゃんイベント】 【SPY×FAMILY と月餅のコラボ】 

【アニメイト店舗】 【VR体験ゾーン】 
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―特集― 

「中国撤退について考える・後編」 

 

中国からの事業撤退について、前編では中国の会計税務・労務など制度面からの実情をお伝えしまし

た。後編では、中国からベトナムへの企業の生産移管サポートを行う、日本マニュファクチャリングサービス

株式会社の社長・松本正登氏のお話を通じて、実務面からの中国撤退をお伝えします。 

 

〇中国撤退の実情 

中国は人件費などコストが高騰しているのに加え、新型コロナウイルス感染症のパンデミックによる都市

封鎖の影響で「チャイナリスク」を意識する企業が増え、この 2～3年、中国からＡＳＥＡＮ諸国への生産拠点

の移転を検討する企業が増えています。移転先としては、タイやベトナムも人件費が高騰しているため、ラオ

スやカンボジアなどの国々も候補となってきています。 

ただ、すぐに「中国からの完全撤退＝中国での生産をゼロにする」のは、相当体力のある会社でないと難

しく、中国に残らざるをえない企業もあるのが現状です。完全撤退を難しくしているのは、顧客への供給責任

をどうするか、従業員ストライキや生産停止への対応、生産ノウハウの継承など実務面で乗り越えなければ

ならない事項が多々あることです。そのため、弊社は、撤退リスクを分散でき、短期間で最小限の費用で移

転することができる部分撤退を推奨しています。 

 

〇アジア全体を見たビジネス戦略 

中国から生産の一部をＡＳＥＡＮに移転する場合、移転先の国をどのように選択すればいいのか一概には

言えません。場所が違えばルールや基準も変わります。労働力人口が豊富で経済成長している国でも、地

理面で障壁があったり、製品によって厳しいルールが決められていたりします。賃金で比較すると言っても、

最低賃金だけでなく社会保険など全ての労務コストを把握しなければなりません。 

そこで弊社は、ピンポイントで移転先を提案するのではなく、生産に関わるトータルコスト、法規制やルー

ル、各企業の海外展開構想など、総合的に考慮したうえでお客さまの移転候補先を抽出しています。 

 

〇日系企業の魅力の減少 

 懸念材料はほかにもあります。中国やＡＳＥＡＮ諸国では、就職先としての日系企業のプライオリティが低

下、同時に日本語学習者も減少しています。例えばベトナムの場合、優秀な人材は起業するか、就職先に

給料が高い韓国やベトナムの大手企業を希望するかがほとんどで、そこで採用されなかった人材が日系企

業を選択していると聞きます。 

アジア諸国では日本語よりも中国語を学習する学生が増え、いまやカンボジアでは中国語が通じるレベ
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ルです。仮に日本語能力があっても、自国企業の就業条件の方が好条件のため、文化的魅力から日本で

働きたいという外国人を除いては、日系企業を選ぶ人は減少しています。今後、日本で日本人社員の確保

だけでなく、外国人材の確保でも苦労するような時代が来ることを懸念しています。 

 

〇課題に対応しつつ部分撤退を 

 中国に話を戻すと、中国は製造業の生産量が減少し、また労働力人口も減少しています。この労働力人

口減少の課題は、大都市に関係なくどの地域も同じです。さらに、今後定年を迎える人口が増える（中国の

定年は男性が 60歳、女性が 50～55歳）ことから、労働力人口減少は 2025年にピークを迎えるといわれて

います。 

 中国での生産を止めて、日本で同じ生産体制を構築しようとも、労働力の確保はアジア諸国より日本の方

が困難です。現在は日本の大手企業も人材不足に悩んでおり、弊社にも生産のアウトソーシングについて

の相談が増えています。このように、中国や日本での労働力人口をとりまく状況をふまえれば、完全撤退は

容易ではありません。そこで弊社では中国で必要なお客さまの生産体制を維持しつつ、中国からの部分撤

退・A SＥＡＮへの生産移管サポートに力を入れています。具体的には、弊社ベトナム拠点の人材をお客さま

の中国工場に派遣し、派遣したベトナム人人材がお客さまの技術を習得したあと、ベトナムへ製造ラインとと

もに移管するサポートです。中国の既存の提携先や協力工場の活用を検討するお客さまもいますが、海外

企業への生産委託は技術を模倣・活用されてしまう危険性があります。 

弊社は中国のみならず、ベトナムでも日系企業として初となる「製造請負ライセンス」を取得しました。お客さ

まの従業員への教育方法を理解し、お客様のモノづくりの「想い」と技術を引き継いだうえで、生産移管をお

手伝いしています。 

  

◇サポート事例◇ 

 中国に工場があるコネクタ・メーカーさまから、中国での一極集中生産から脱却し、ベトナム工場で生産を

増強したい旨の相談があった。そこで、設備を弊社のベトナム拠点に貸与していただき、製造を受託すること

で対応。結果、お客さまの工場の建設費や海外駐在員のコスト等を抑制し、弊社への製造委託に関するコ

ストのみで中国からベトナムへ生産エリアを拡大することに成功した。 

また二輪部品メーカーさまからベトナムでの新規法人設立、および最終製品のエンドユーザーへの納入

に関する相談があった。お客さまの海外工場から部品供給を受けて、弊社ベトナム工場で現地組み立て＆

完成品納入に対応。お客さまのベトナム法人のスモールスタートを実現した。 

  

〇課題を把握して最適な方法を 

 弊社は従来、日本企業の海外での生産を受託しており、そこで培った現地従業員へのＯ ＪＴ教育や労務管
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理などのノウハウだけでなく、弊社海外工場の熟練の現地幹部層が現地人材を教育するというサイクルも

出来上がっています。日本のモノづくりの技術を継承しつつ、ローカル企業コストでの生産体制を構築してい

る点で、お役に立てると考えています 

 海外展開は企業それぞれに課題やニーズが異なります。自社の課題は何か、何が必要なのか見極めたう

えで、経験豊富な外部の組織や専門家と協働し、撤退と進出を図ってはいかがでしょうか。 

 

日本マニュファクチャリングサービス株式会社 

HP: https://hs.n-ms.co.jp/ 

業務：製造事業・エンジニアリング事業・テクニカルサービス事業等の受託・派遣・紹介など、国内外におけ

るマニュファクチャリングサービス全般 
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―セミナーのご案内― 

 

〇 「カンボジア・ヘルスケアビジネス企業セミナー」 

共催： 国際協力機構（JICA）、CJCC、CJBI 

後援：株式会社きらぼし銀行、株式会社きらぼしコンサルティング、経済産業省関東経済産業局、 

Khmer Enterprise 

 

■開催日時：2023年 11月 2日（木）日本時間 15時～17時 25分 

■開催形式：オンライン・Zoom 

■セミナープログラム： 

  ・カンボジアの最新経済事情 

  ・カンボジア保健セクター概況 

  ・カンボジア進出日本企業の取り組み及びカンボジアの保健分野ビジネスの可能性 

  ・保健分野スタートアップ企業 5社によるプレゼン＋Q&A 

   ～登壇企業 5社～ 

① Hospicare Cambodia、 Vannak SEN氏 

② MUCH Mobile Healthcare Co.ltd、 Phirum DYPHN氏 

③ Pethyoeung Healthtech Co., LTD、 Socheat BIN氏 

④ PillTech Solutions Co., Ltd.、 Vireak Khloth CHEA氏 

⑤ Vissar Healthcare、 Prom SOPHEA氏 

  ・CJCC及び CJBIの紹介 

■対象者：カンボジア・ASEAN進出に関心のある方、保健分野ビジネスに関心のある方 

 ※各登壇企業との個別オンライン商談会も可能（日時別途相談） 

■お申込みリンク： 

 https://us06web.zoom.us/meeting/register/tZwude-srzsjHtH3FQZ_HGQHhwpwHGNX7ME_#/registration 

■お問い合せ： 

カンボジア日本人材開発センター 担当：CJCCジャパンデスク 

TEL： ＋855-89-700-650 

Email： japandesk@cjcc.edu.kh 
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―告知協力― 

＜新興国市場の成長を取り込む！グローバル化推進ウェビナー開催のお知らせ＞ 

 

 経済のグローバル化が進む中、地政学や経済安全保障上のリスク、デジタル化の進展、持続可能性の要

請など、企業を取り巻く国際ビジネス環境は大きく変化しています。このような中、企業が持続的な成長を実

現するためには、海外経済の活力の取り込みや、生産性・イノベーション向上、所得・投資の好循環を産み

出すための内なる国際化などが求められています。本ウェビナーでは、最新の世界経済の状況や成長力の

強化に必要な方策を通商白書を通して紹介するとともに、「価値共創」をキーワードに新興国市場における

現地企業等との協業事例等を紹介し、中堅・中小企業による海外ビジネス展開の可能性を探ります。 

 

【開催概要】 

■日時：令和 5年 11月 9日（木）14:00～15:30（開場 13:30）  

■形式：オンライン（Microsoft Teams）  

■主催：関東経済産業局  

■定員：300名（事前登録制） 

■申込：参加を御希望の方は下記の WEB フォームよりお申込みください。 

【お申込み期間】10月 4日(水曜日)～11月 8日(水曜日)17時まで 

（お申込みフォームはこちら） 

https://mm-enquete-cnt.meti.go.jp/form/pub/kanto02/g_webinar 

○詳細： https://www.kanto.meti.go.jp/seisaku/kaigai_tenkai/r5fy_global_webinar.html 

■プログラム 

講演 1 「新興国アジアにおける価値共創によるビジネス展開の事例」 

     明治大学専門職大学院 グローバル・ビジネス研究科 専任教授 

     チュラロンコン大学サシン経営大学院サシン日本センター所長  藤岡 資正 氏 

講演 2 「令和 5年版通商白書について～世界経済が難局を迎える中で我が国が取るべき対応～」 

     経済産業省 通商政策局 企画調査室 総括係長 藤岡 新氏 

■お問合せ 

総務企画部 国際課 

担当：石見、大河原 

電話：048-600-0261 

E-mail: kanto-kaigai@meti.go.jp 

 

https://mm-enquete-cnt.meti.go.jp/form/pub/kanto02/g_webinar
https://www.kanto.meti.go.jp/seisaku/kaigai_tenkai/r5fy_global_webinar.html
mailto:kanto-kaigai@meti.go.jp
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きらぼし銀行海外 4 拠点の概要 

上海：綺羅商務諮詢（上海）有限公司 《きらぼし上海》 

住 所 中華人民共和国上海市黄浦区淮海中路９１８号久事復興大厦２４－Ｃ１室 

ウェブサイト http://www.kiraboshi-bc.com.cn/ 

北京：信銘冠嘉商務諮詢（北京）有限公司 《北京合弁会社》 

住 所 中華人民共和国北京市大興区金盛大街二号院五号楼１階１０１－３２ 

ホーチミン：KIRABOSHI BUSINESS CONSULTING VIETNAM COMPANY LIMITED 《きらぼしベトナム》 

住 所 
Unit 6A Level 6, Saigon Centre, Tower 1, 65 Le Loi, Street, Ben Nghe Ward, District 1,   

Ho Chi Minh City, VIETNAM (サイゴンセンター6 階) 

ウェブサイト https://kiraboshi-bc.com.vn/ 

タイ：Kiraboshi Bank, Ltd., Bangkok Representative Office 《きらぼし銀行 バンコク駐在員事務所》 

住 所 
689 Bhiraj Tower at EmQuartier,Unit 3065, Level 30, Sukhumvit Road,  

Khlong Tan Nuea Subdistrict, Watthana District, Bangkok 10110, Thailand 

 

きらぼし銀行 海外ビジネスサポートネットワーク 
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《海外提携銀行》 

タイ・・・・・・・・・・ カシコン銀行 インド・・・・・・ インドステイト銀行 

ベトナム・・・・・・ ベトナム投資開発銀行 フィリピン・・・ メトロポリタン銀行 

インドネシア・・・ バンク・ネガラ・インドネシア 韓国・・・・・・・ SBJ銀行 
 
 
《提携行政機関》 

独立行政法人日本貿易振興機構、独立行政法人国際協力機構、株式会社日本貿易保険 

 

 

 

取引先の海外バイアウトやアライアンスのニーズに対応すべく、海外現地ファンドへの LP 出資や
GPへの人員派遣を実施しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

きらぼし銀行 海外戦略部 

 ► 電 話 ········ 03-6447-5828 
   ► E-mail ・・・・・・・・i580@kiraboshibank.co.jp 
     ► 担 当 ······· 吉田、児玉、木村、武、石川 

【２０２３年１０月現在】 

東南アジア現地企業の情報収集 

日本の技術・サービスに関心あり (日本アングル) 

海外ファンド 

出資 

人員派遣 

お客さま 

■出資・資本受入(事業継承) 

■現地企業への投資提案  

■現地企業とのアライアンス提案 

■アライアンス 

・ビジネスマッチング  
・業務提携、FC契約等 

投 資 

東南アジア現地企業 

・産業セクター中心の投資 

・消費セクター中心の投資 

・製造業、卸売業を中心とする 
B to B 関連企業 

・小売、サービス業を中心とする 
B to C 関連企業 

海外ファンドを通じたサポート 

お問い合わせ 

業務提携先 


